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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】熱アシスト記録方式において、磁気記録層に対
する熱エネルギー供給の効率を向上させる。
【解決手段】非磁性基板と、磁気記録層と、反射率可変
層とを少なくとも含み、前記磁気記録層は、前記基板と
前記反射率可変層との間に位置する。前記反射率可変層
は前面が低反射率領域５２および高反射率領域５４とに
変化が可逆的であり、位置選択的な外部刺激によりトラ
ックに相当する低反射率領域５２とトラック周囲の高反
射率領域５４を有する状態とし記録を所望する位置と所
望しない位置の間に大きな温度勾配をもたらすように熱
エネルギーを供給する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非磁性基板と、磁気記録層と、反射率可変層とを少なくとも含み、前記磁気記録層は、
前記基板と前記反射率可変層との間に位置することを特徴とする熱アシスト記録用磁気記
録媒体。
【請求項２】
　前記反射率可変層は、反射率を可逆的に変化させることができる材料で形成されている
ことを特徴とする請求項１に記載の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【請求項３】
　前記反射率可変層は、制御光の照射により反射率を変化させることができる材料で形成
されていることを特徴とする請求項１に記載の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【請求項４】
　前記反射率可変層は、相変化型材料で形成されていることを特徴とする請求項３に記載
の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【請求項５】
　前記反射率可変層は、ゲルマニウム（Ｇｅ）、アンチモン（Ｓｂ）、テルル（Ｔｅ）、
ガリウム（Ｇａ）およびセレン（Ｓｅ）からなる群から選択される１種または複数種の元
素を含む材料で形成されていることを特徴とする請求項３に記載の熱アシスト記録用磁気
記録媒体。
【請求項６】
　前記反射率可変層は、Ｔｉ３Ｏ５からなる金属－半導体相転移型材料で形成されている
ことを特徴とする請求項３に記載の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【請求項７】
　前記反射率可変層は低反射率領域および高反射率領域を有し、前記低反射率領域の反射
率は前記高反射率領域の反射率以下であることを特徴とする請求項１に記載の熱アシスト
記録用磁気記録媒体。
【請求項８】
　前記熱アシスト記録用磁気記録媒体は記録トラック領域およびサーボ領域を含み、前記
記録トラック領域の少なくとも一部に前記低反射率領域が形成されていることを特徴とす
る請求項７に記載の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【請求項９】
　前記熱アシスト記録用磁気記録媒体は記録トラック領域およびサーボ領域を含み、前記
サーボ領域の少なくとも一部に前記低反射率領域が形成されていることを特徴とする請求
項７に記載の熱アシスト記録用磁気記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、各種磁気記録装置に搭載される磁気記録媒体に関する。より詳細には、本発
明は、熱アシスト記録用の磁気記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンピュータの外部記録装置として、ハードディスク装置、光磁気記録（ＭＯ）装置、
磁気テープ装置などの磁気記録装置が用いられてきている。それら磁気記録装置に用いら
れるハードディスク、ＭＯ媒体および磁気テープの磁気記録方式には、面内磁気記録方式
および垂直磁気記録方式の２つの方式がある。いずれの磁気記録方式においても、記録信
号の長期安定性を確保するために、記録磁化の微細化に伴う熱揺らぎ問題を克服すること
が重要である。
【０００３】
　熱揺らぎ問題を克服するために、大きな磁気異方性エネルギーを有する材料を用いて磁
気記録層を形成する研究が盛んに行われている。磁気異方性エネルギーは、記録された磁
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化（信号）を一方向に保持するエネルギーの大きさを表す。しかしながら、大きな磁気異
方性エネルギーを有する材料は、信号の書込および消去に大きな磁界強度を要求する。し
たがって、現行の磁気記録システムにおいて、磁気記録層の形成に用いることができる材
料の磁気異方性エネルギーの上限は、信号書込／消去ヘッドが発生可能な磁界強度によっ
て規定される。
【０００４】
　近年、上記の制限を回避してより高密度の磁気記録を達成する手段として、信号の書込
／消去時に外部から磁気記録層に対してエネルギーを供給し、磁気記録層の磁気異方性エ
ネルギーを一時的に減少させ、信号書込／消去に必要な磁界強度を低減させるエネルギー
アシスト記録方式の開発が盛んに行われている。
【０００５】
　エネルギーアシスト磁気記録方式の中でも、磁気記録層に熱エネルギーを供給する熱ア
シスト磁気記録方式が、現在最も盛んに検討されている。特に、熱エネルギーの供給手段
として、光照射を用いることが検討されている。光照射を用いる熱アシスト磁気記録方式
においては、信号の書込／消去時にレーザー光などの光照射により磁気記録層を加熱し、
積極的に熱的に不安定な状態（すなわち、磁気異方性エネルギーが小さい状態）を作り出
すことによって、書込／消去能力を増加させる。一方、信号の書込／消去の終了後は、磁
気記録層を冷却して再び熱的に安定な状態（すなわち、磁気異方性エネルギーが大きい状
態）に変化させ、信号（磁化）の熱安定性を確保する。
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　熱アシスト磁気記録方式においては、磁気異方性エネルギーの温度依存性（すなわち、
温度上昇時の磁気異方性エネルギーの減少率）が大きい磁気記録層用材料の開発が行われ
ている。一方、磁気記録層に対する熱エネルギー供給の効率向上については、あまり研究
が進んでいない。特に、所望される位置に効率よく熱エネルギーを供給するための磁気記
録媒体の構成については、報告例がない。
【０００９】
　熱アシスト磁気記録方式においては、記録を行なう領域の磁気記録層に対して熱エネル
ギーを供給して、磁気記録層の温度を上昇させる。磁気記録層の温度をキュリー点近傍ま
で上昇させることにより、磁気異方性エネルギーを減少させ、磁気ヘッドによる記録を容
易にする。一方、隣接する領域においては、記録が行なわれないように磁気記録層の温度
は可能な限り低いことが好ましい。すなわち、記録を所望する位置と所望しない位置の間
に大きな温度勾配をもたらすように熱エネルギーを供給することが必要とされる。
【００１０】
　また、磁気記録層に用いられる材料は金属合金が主流であり、金属光沢を有している。
そのため反射率が非常に大きく、レーザー光を用いる方式において効率良く媒体を加熱す
る方法が必要とされていた。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の磁気記録媒体は、非磁性基板と、磁気記録層と、反射率可変層とを少なくとも
含み、磁気記録層は、基板と反射率可変層との間に位置することを特徴とする。本発明の
磁気記録媒体は、熱アシスト記録に好適である。また、反射率可変層は、反射率を可逆的
に変化させることができる材料で形成されていることが好ましい。ここで、前記反射率可
変層は、制御光の照射により反射率を変化させることができる材料、あるいは相変化型材
料で形成されていてもよい。たとえば、前記反射率可変層は、ゲルマニウム（Ｇｅ）、ア
ンチモン（Ｓｂ）、テルル（Ｔｅ）、ガリウム（Ｇａ）およびセレン（Ｓｅ）からなる群
から選択される１種または複数種の元素を含む材料で形成されていてもよく、Ｔｉ3Ｏ5か
らなる金属－半導体相転移型材料で形成されていてもよい。さらに、反射率可変層は低反
射率領域および高反射率領域を有し、前記低反射率領域の反射率は前期高反射率領域の反
射率以下であることが好ましい。ここで、低反射率領域は、磁気記録媒体の記録トラック
領域の一部またはサーボ領域の一部に形成することができる。
【発明の効果】
【００１２】
　上記の構成を採用することによって、本発明の磁気記録媒体はエネルギーアシスト記録
方式、特にレーザー光を用いる熱アシスト記録方式において、磁気記録層の加熱効率を向
上させることができる構造を提供する。
【００１３】
　さらに、本発明の磁気記録媒体において、反射率可変層に低反射率領域および高反射率
領域を設けることによって、低反射率領域の下にある磁気記録層に高強度のレーザー光を
供給し、結果として磁気記録層の加熱効率を向上させることが可能となる。さらに、低反
射率領域および高反射率領域における磁気記録層に対するレーザー光供給量の差を利用し
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て、低反射率領域の下の特定領域（記録トラック、サーボパターン記録領域など）におい
てのみ、磁気記録層の加熱効率を向上させること、ならびに磁気記録層の面内方向に大き
な温度勾配をもたらすことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の磁気記録媒体の構成例を示す断面図である。
【図２】本発明において、反射率の変化によりトラック幅を小さくする原理を説明するた
めの図であり、（ａ）は全面が低反射率領域の場合を示す図であり、（ｂ）は全面が高反
射率領域の場合を示す図であり、（ｃ）はトラックに相当する低反射率領域とトラック周
囲の高反射率領域を有する場合を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の磁気記録媒体は、非磁性基板と、磁気記録層と、反射率可変層とを少なくとも
含み、磁気記録層は、基板と反射率可変層との間に位置することを特徴とする。また、本
発明の磁気記録媒体は、基板と磁気記録層との間に、ヒートシンク層、軟磁性裏打ち層、
シード層、下地層などの層をさらに含んでもよい。さらに、本発明の磁気記録層の上に、
保護層、液体潤滑層などの層をさらに含んでもよい。加えて、本発明において、反射率可
変層が保護層の機能を有してもよい。あるいはまた、本発明の磁気記録媒体は、反射率可
変層とは別に形成される保護層を有してもよい。図１には、非磁性基板１０、シード層２
０、下地層３０、磁気記録層４０、反射率可変層５０、および液体潤滑層６０をこの順に
含む本発明の磁気記録媒体の構成例を示した。
【００１６】
　本発明の非磁性基板１０として、ガラス基板、Ａｌ基板、表面酸化Ｓｉウェーハ、石英
基板、樹脂基板などを用いることができる。ここで、熱アシスト記録方式に適用する場合
、磁気記録層４０の加熱時に非磁性基板１０も加熱の影響を受ける。したがって、非磁性
基板１０の材料は、その融点、軟化点、ガラス転移点などの特性を考慮して選択する必要
がある。
【００１７】
　本発明の磁気記録層４０は、当該技術において用いられている任意の材料を用いて形成
することができる。Ｃｏ合金、好ましくはＣｏ、Ｐｔを含むＣｏＰｔ基合金を用いて、磁
気記録層４０を形成することができる。ＣｏＰｔ基合金は、Ｃｒ、Ｂ、Ｔａ、Ｗなどの金
属をさらに含んでもよい。また、磁気記録層４０を形成する磁性材料は、前述のＣｏＰｔ
基合金の磁性結晶粒が、Ｓｉ、Ｃｒ、Ｃｏ、Ｔｉ、またはＴａの酸化物（ＳｉＯ2、Ｔｉ
Ｏ2など）あるいは窒化物からなる非磁性粒界で分離されたグラニュラー構造を有しても
よい。
【００１８】
　本発明の反射率可変層５０は、その反射率を制御して、信号の書込／消去時に磁気記録
層４０に到達する照射光の強度を変化させるための層である。照射光の強度を変化させる
ことによって、磁気記録層４０の加熱効率を制御することができる。図２に示すように、
反射率可変層５０の反射率の変化が可逆的であることが好ましい。言い換えると、反射率
可変層５０の全領域が低反射率領域５２である図２（ａ）に示した状態から、外部刺激に
よって反射率可変層５０の全領域が高反射率領域５４である図２（ｂ）に示した状態に変
化させること、および図２（ｂ）の状態から外部刺激によって図２（ａ）に示した状態に
変化させることができることが好ましい。さらに、位置選択的な外部刺激によって、図２
（ａ）または図２（ｂ）の状態から、低反射率領域５２および高反射率領域５４が位置選
択的に形成された図２（ｃ）に示す状態に変化させることができることが好ましい。また
、図２（ｃ）の状態から、全面にわたる外部刺激によって、図２（ａ）または図２（ｂ）
の状態に変化させることができることが好ましい。本発明において、「低反射率領域５２
」とは、信号の書込／消去時に照射する光に対する反射率が低い領域を意味する。同様に
、「高反射率領域５２」とは、信号の書込／消去時に照射する光に対する反射率が高い領
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域を意味する。
【００１９】
　また、本発明の反射率可変層５０は、熱アシスト記録の際に用いる光（以下、「記録光
」と称する）に対して、高い透過率を有して、より多くの記録光を磁気記録層４０に到達
させることが好ましい。また、低反射率領域５２と高反射率領域５４との変化を光（以下
、「制御光」と称する）によって行う場合、反射率可変層５０は、制御光に対して高い吸
収率を有して、低光量で上記の変化を起こすことが好ましい。記録光および制御光として
用いる光の波長は、反射率可変層５０の材料に応じて適宜選択される。反射率変化が光の
波長以外の要素によって生じる場合には、記録光および制御光の波長は同一であってもよ
いし、あるいは異なっていてもよい。このような例としては、光照射によってもたらされ
た温度変化等によって反射率の変化が生じる場合が挙げられる。反射率可変層５０の低反
射率領域５２と高反射率領域５４との間の変化が異なる波長域の光によって生じる場合に
は、記録光と制御光とは異なる波長域の光とする。記録光のピーク波長と制御光のピーク
波長を低反射率領域５２と高反射率領域５４との間の変化をもたらすピーク波長に合わせ
ることで、より低光量で所望の反射率変化をもたらすことができる。また、非特許文献１
８に例示されるＴｉ3Ｏ5のように、照射光波長が５３２ｎｍの時に茶色、４１０ｎｍの時
に黒色に変化するなど、反射率を変化させる波長が限定されている場合においても、記録
光波長は反射率可変層の反射率が所望の変化をもたらすように適切なものを設定しなけれ
ばならない。
【００２０】
　低反射率領域５２および高反射率領域５４が位置選択的に形成された図２（ｃ）の状態
において、反射率可変層５０は、磁気記録層４０中の加熱される領域を制限することが可
能となる。すなわち、図２（ｃ）において、参照符号８０で示される範囲（レーザースポ
ット）にレーザー光を照射した場合、レーザースポット８０内に含まれる低反射率領域５
２の下にある磁気記録層４０のみを加熱し、レーザースポット８０内の高反射率領域５４
の下にある磁気記録層４０を加熱しないようにすることができる。この結果、低反射率領
域５２と高反射率領域５４との境界において、その下にある磁気記録層４０の面内方向の
温度勾配を急峻にして記録密度を向上させることができる。言い換えると、レーザースポ
ット８０の直径（レーザースポット径）を小さくすることなく、より限定された領域の磁
気記録層４０を加熱することができるようになる。そして、磁気記録層４０の記録領域の
大きさが、レーザースポット径ではなく低反射率領域５２の大きさによって制御されるた
め、レーザースポット径の大きな高出力レーザーの使用が可能となる。また、レーザース
ポット径を小さくする必要性が緩和されるため、レーザーおよびその光学系の設計の自由
度を向上させることが可能となる。
【００２１】
　また、同心円状の複数の記録トラックに相当する位置に低反射率領域５２を形成するこ
とによって、それら複数の記録トラックが磁気的に独立しているディスクリートトラック
メディア（ＤＴＭ）を得ることができる。本発明の磁気記録媒体は、リソグラフィー工程
を用いることなしにＤＴＭを実現できる点において有効である。また、磁気記録媒体中の
記録ビットのそれぞれに対応する低反射率領域５２を形成することによって、各記録ビッ
トが磁気的に独立しているパターンドメディアを得ることができる。
【００２２】
　さらに、位置選択的に形成された低反射率領域５２および高反射率領域５４を用いて、
磁気記録媒体の記録トラックの位置、記録トラック内のセクタの位置などの情報を記録す
るサーボパターンを形成することができる。たとえば、サーボ情報を記録するべき位置に
サーボ情報に対応したパターンの低反射率領域５２を形成し、その他の位置に高反射率領
域５４を形成する。その後に、通常の記録トラックに対する書込みと同様の条件で書込み
を行うことによって、サーボパターンに対応するサーボ情報を磁気記録層４０に書き込む
ことができる。ここで、サーボパターンの形成と同時に、記録トラックまたは記録ビット
のパターン形成を行ってもよい。記録トラックまたは記録ビットのパターンは、記録トラ
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ックまたは記録ビットに対応する位置に低反射率領域５２を形成し、その他の位置に高反
射率領域５４を形成することによって得られる。
【００２３】
　さらに、可逆的な反射率変化が反射率可変層５０を用いることによって、磁気記録層４
０の記録領域を随時変更することが可能となる。制御光を用いて記録領域を随時変更する
実施形態の１つとして、以下に、隣接する記録トラックに順次記録を行なう方法の例を説
明する。ここで、隣接する３個の記録トラックをそれぞれ記録トラックＡ、Ｂ、Ｃとする
。この方法は：
・　記録トラックＡ、Ｂ、Ｃの領域の反射率可変層５０を制御光を用いて高反射率領域５
４に変換する工程；
・　記録トラックＢの領域の反射率可変層５０を制御光を用いて低反射率領域５２に変換
する工程；
・　記録トラックＢに所望のデータを熱アシスト磁気記録用磁気ヘッドを用いて記録する
工程；
・　記録トラックＢの領域の反射率可変層５０を制御光を用いて高反射率領域５４に変換
する工程；
・　記録トラックＣの領域の反射率可変層５０を制御光を用いて低反射率領域５２に変換
する工程；および
・　記録トラックＣに所望のデータを磁気記録ヘッドを用いて記録する工程
を含む。上記の方法によって、熱アシスト磁気記録に用いる記録光の光エネルギーおよび
磁気ヘッドの漏れ磁界が隣接する記録トラックに与える影響を最小限にすることが可能で
ある。この結果、記録トラック間の距離を最小限に設定して高密度に記録することが可能
となる。記録領域を随時変更する方法を、記録トラックを重ねて記録するシングルド磁気
記録（Shingled Magnetic Recording）方式に対して適用すれば、さらに記録トラック密
度を向上させることができる。
【００２４】
　さらに、本発明の反射率可変層５０の形成に用いることができる材料は、加熱／冷却条
件の変化に基づく結晶状態とアモルファス状態との間の相変化によって反射率を可逆的に
変化させることができる材料を含む。相変化型材料を用いた相変化メモリーの開発が盛ん
に行われている。ＤＶＤ－ＲＡＭなどの光記録媒体において、ゲルマニウム（Ｇｅ）、ア
ンチモン（Ｓｂ）およびテルル（Ｔｅ）の３種の元素を含む相変化型材料が用いられてい
る。このような相変化型材料として、ＧｅＳｂ2Ｔｅ4、Ｇｅ2Ｓｂ2Ｔｅ5などが知られて
いる（非特許文献１および２参照）。加えて、近年では、アンチモンを主成分とし、共晶
組成付近の組成を有するＳｂ－Ｘ合金（ここで、ＸはＧｅ，ガリウム（Ｇａ）、セレン（
Ｓｅ）、Ｔｅなどを含む）が検討されている。これらの材料は、融点Ｔｍ（液相線温度）
以上に加熱してから冷却（急冷）することによってアモルファス状態となり、結晶化温度
Ｔｃ以上Ｔｍ以下の温度に加熱してから冷却（徐冷）することによって結晶状態となる。
【００２５】
　また、本発明の反射率可変層５０の形成に用いることができる材料は、温度変化または
光照射に基づく電子状態の変化によって反射率を変化させる材料を含む。このような材料
の一例は、スピンクロスオーバーによって電子状態を変化させる鉄（Ｆｅ）錯体（非特許
文献３～６参照）、金属ポリシアニド類（シアニド架橋金属錯体、ポリシアノメタレート
などとも呼ばれる、非特許文献７～１３参照）、化学式Ｒ1-xＡxＭｎＯ3（式中、Ｒは３
価の希土類金属イオンであり、Ａは２価のアルカリ土類金属イオンである）で表わされる
ペロブスカイト型マンガナイト類（非特許文献１４および１５参照）を含む。
【００２６】
　さらに、本発明の反射率可変層５０の形成に用いることができる材料は、電子供与体と
電子受容体と間で光誘起電荷移動を行うことができる複合体を含む。たとえば、電子供与
体であるチアフルバレンと電子受容体であるクロラニルとの複合体が、光励起によって中
性状態からイオン性状態に変化し、反射率の変化、および常磁性－強磁性相転移をもたら
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すことが知られている（非特許文献１６および１７参照）。
【００２７】
　また、本発明の反射率可変層５０の形成に用いることができる材料は、結晶構造の変化
によって反射率の変化を起こす材料を含む。たとえば、酸化チタン（Ｔｉ3Ｏ5）が、室温
において光可逆的金属－半導体相転移を起こすことが知られている（非特許文献１８参照
）。この材料は、異なる波長のレーザー光照射により、低反射率のλ相と高反射率のβ相
との間で可逆的変化を起こす。また、４－ニトロ－４’－Ｎ－オクタデシルアゾベンゼン
のラングミューア・ブロジェット膜において、第二高調波発生におけるアジマス角異方性
が光照射により変化することが知られている（非特許文献１９参照）。さらに、１，２－
ビス（２－メトキシ－４－フェニル－３－チエニル）ペルフルオロシクロペンタンと１，
５－ジメトキシ－９，１０－ビス（フェニルエチニル）アントラセンとがアダマンチルス
ペーサを介して結合した化合物が、光照射によって蛍光性開環状態と非蛍光性閉環状態と
の間の可逆的変化を起こすことが知られている（非特許文献２０参照）。さらに、緑色発
光タンパク質（ＧＦＰ）の変異体Ｄｒｏｎｐａが、４８８ｎｍおよび４０５ｎｍの光照射
により明状態と暗状態との間で可逆的変化を起こすことが知られている（非特許文献２１
参照）。
【００２８】
　また、芳香族ポリアミドを７０％以上含む有機高分子体から形成されるフィルムを熱処
理することによって、その表面粗さを変化させることが開示されている（特許文献２参照
）。この変化は可逆的ではないが、フィルムの表面粗さを変化させることによって、その
フィルムの反射率を変化させることができる。可逆性を必要としない場合において、前述
の有機高分子体を、本発明の反射率可変層５０の形成に適用できることは明らかである。
この有機高分子体は、芳香族ポリアミド以外の材料として、非常に幅広い材料を用いるこ
とができることを特徴とする。
【００２９】
　さらに、熱アシスト記録用の磁気記録媒体において、磁気記録層４０の下方に、磁気記
録層４０で発生した余分な熱を吸収するためのヒートシンク層（不図示）をさらに設けて
もよい。強度などの観点から、Ａｌ－Ｓｉ合金、Ｃｕ－Ｂ合金などを用いて、ヒートシン
ク層を形成することができる。さらに、センダスト（ＦｅＳｉＡｌ）合金、軟磁性のＣｏ
Ｆｅ合金などを用いてヒートシンク層を形成し、ヒートシンク層に軟磁性裏打ち層の機能
（後述）を付与することもできる。ヒートシンク層の膜厚の最適値は、熱アシスト磁気記
録時の熱量および熱分布、ならびに磁気記録媒体の層構成および各構成層の厚さによって
変化する。他の構成層との連続成膜で形成する場合などは、生産性との兼ね合いから、ヒ
ートシンク層の膜厚は１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下であることが好ましい。ヒートシンク
層は、スパッタ法（ＤＣマグネトロンスパッタリング法などを含む）、真空蒸着法などの
当該技術において知られている任意の方法を用いて形成することができる。通常の場合、
ヒートシンク層は、スパッタ法を用いて形成される。
【００３０】
　また、垂直磁気記録方式のための磁気記録媒体においては、磁気記録層４０の下方に、
記録用磁気ヘッドで発生した垂直方向磁界を磁気記録層４０に集中させるための軟磁性裏
打ち層（不図示）を設けてもよい。軟磁性裏打ち層の形成に用いられる軟磁性材料は、Ｃ
ｏ、Ｆｅ、Ｎｉなどの磁性金属と、Ｚｒ、Ｔａ、Ｎｂ、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｗ、Ｓｉ、Ｂなどの
アモルファス構造形成能の高い元素との合金を含む。軟磁性裏打ち層は、当該技術におい
て知られている任意の技術を用いて形成することができる。得られる軟磁性裏打ち層の品
質の高さ、膜厚制御の容易さ、および高い成膜速度の観点から、ＤＣマグネトロンスパッ
タ法を用いて軟磁性裏打ち層を形成することが好ましい。軟磁性裏打ち層の膜厚は、記録
用の磁気ヘッドが発生する磁束密度に依存する。一般的には、軟磁性裏打ち層は１０～５
０ｎｍ程度の膜厚を有する。
【００３１】
　シード層２０の機能は、下地層３０の結晶配向、ひいてはその上層である磁気記録層４
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０の磁性結晶粒の結晶配向を制御する機能を有する層である。シード層２０は、ＮｉＷ、
Ｔａ、Ｃｒ、あるいは、Ｔａおよび／またはＣｒを含む合金を用いて形成することができ
る。また、シード層を前述の材料を含む複数の層からなる積層構造としてもよい。
【００３２】
　下地層３０は、磁気記録層４０の結晶粒径および結晶配向の制御、および軟磁性裏打ち
層（存在する場合）と磁気記録層４０との磁気的な結合の防止のために用いられる層であ
る。したがって、下地層３０は、非磁性であることが好ましい。下地層３０の結晶構造は
、磁気記録層４０の材料に合わせて適宜選択される。たとえば、直上に位置する磁気記録
層４０が、六方最密充填（ｈｃｐ）構造を有するＣｏを主体とした材料から形成される場
合は、ｈｃｐまたは面心六方（ｆｃｃ）構造を有する材料を用いて下地層３０を形成する
ことができる。あるいはまた、下地層３０を非結晶構造とすることも可能である。下地層
３０を形成するための材料は、好ましくは、Ｒｕ、Ｒｅ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｎｉ
、Ｃｏ、またはこれらを含む合金を含む。
【００３３】
　保護層（不図示）は、磁気記録媒体の分野で慣用的に使用されている材料（カーボンを
主体とする材料など）を用いて形成することができる。また、保護層は、単層であっても
よく、積層構造を有してもよい。積層構造の保護層は、たとえば、特性の異なる２種のカ
ーボン系材料の積層構造、金属とカーボン系材料との積層構造、または金属酸化物膜とカ
ーボン系材料との積層構造であってもよい。保護層は、スパッタ法（ＤＣマグネトロンス
パッタリング法などを含む）、真空蒸着法などの当該技術において知られている任意の方
法を用いて形成することができる。あるいはまた、反射率可変層５０が適切な機械的強度
を有する場合、反射率可変層５０を保護層として用いることができる。
【００３４】
　磁気記録媒体の最上層として任意選択的に設けることができる液体潤滑層６０は、磁気
記録媒体の分野で慣用的に使用されている材料（たとえば、パーフルオロポリエーテル系
の潤滑剤など）を用いて形成することができる。液体潤滑層６０は、たとえば、ディップ
コート法、スピンコート法などの塗布法を用いて形成することができる。あるいはまた、
反射率可変層５０が適切な潤滑性を有する場合、反射率可変層５０を潤滑層として用いる
ことができる。
【実施例】
【００３５】
　以下に示す実施例および比較例により、本発明の効果をさらに説明する。なお、その原
理から、本発明で期待される効果は、面内磁気記録および垂直磁気記録方式のいずれにお
いても発揮できるものである。以下の実施例および比較例においては垂直磁気記録方式を
用いた。しかしながら、以下に例示した層構成、組成、膜厚などの諸条件が本発明の効果
を限定するものではないことに留意されたい。
【００３６】
　　（実施例１）
　公称寸法２．５インチのシリコン製基板の上に、Ｒｕからなる非磁性下地層と、Ｃｏ、
Ｐｔ、およびＣｒを主成分とする磁性合金にＳｉＯ2を添加したグラニュラー材料からな
る磁気記録層とを有する一般的な垂直磁気記録媒体半製品を準備した。次いで、電子ビー
ム共蒸着法を用いて、磁気記録層の上にＧｅＳｂＴｅを堆積させ、膜厚１００ｎｍの反射
率可変層を形成した。次いで、垂直磁気記録媒体半製品を１０分間にわたって２００℃に
加熱し、反射率可変層の結晶化を実施した。引き続いて、反射率可変層の上に、パーフル
オロポリエーテル系潤滑剤を塗布し、液体潤滑層を形成して、垂直磁気記録媒体を得た。
【００３７】
　　（実施例２）
　反射率可変層の結晶化を実施しなかったことを除いて、実施例１と同様の手順を用いて
垂直磁気記録媒体を得た。
【００３８】
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　　（実施例３）
　実施例１と同様の手順により液体潤滑層を形成した後に、記録トラックに相当する位置
にスポット径１００ｎｍ、波長４１０ｎｍのレーザー光を照射して、垂直磁気記録媒体を
得た。
【００３９】
　　（実施例４）
　セチルトリメチルアンモニウムブロミド（ＣＴＡＢ）、１－ブタノール、ｎ－オクタン
および水を混合して、乳濁液を形成した。ここで、水：ＣＴＡＢのモル比を１７：１とし
た。得られた乳濁液に対して、０．５０モル／ｄｍ3のＴｉＣｌ4水溶液、および１１モル
／ｄｍ3のＮＨ3水溶液を添加した。最後に、２２ミリモルのテトラエトキシシラン（Ｓｉ
（ＯＣ2Ｈ5）4）を添加し、ＳｉＯ2で被覆されたＴｉ（ＯＨ）4のナノ粒子の沈殿物を含
む溶液を得た（非特許文献１８参照）。この溶液を、実施例１で用いた垂直磁気記録媒体
半製品の磁気記録層上に塗布して、膜厚１００ｎｍの膜を形成し、クロロホルムおよびメ
タノールを用いて洗浄し、水素気流下、５時間にわたって１２００℃に加熱して、７ｎｍ
程度の粒径を有するＴｉ3Ｏ5粒子が分散した膜厚１００ｎｍの反射率可変層を得た。反射
率可変層中のＴｉ3Ｏ5粒子の粒径は、磁気記録層中のＣｏＰｔＣｒ磁性結晶粒とほぼ同程
度の粒径であった。次に、実施例１と同様にして液体潤滑層を形成した。さらに、磁気記
録媒体半製品の全面にわたって、５３２ｎｍの波長を有する単色光を照射して、垂直磁気
記録媒体を得た。
【００４０】
　　（実施例５）
　最後に照射する単色光の波長を４１０ｎｍに変更したことを除いて実施例４の手順を繰
り返して、垂直磁気記録媒体を得た。
【００４１】
　　（実施例６）
　実施例４と同様の手順により単色光照射までの工程を行った後に、記録トラックに相当
する位置にスポット径１００ｎｍ、波長４１０ｎｍのレーザー光を照射して、垂直磁気記
録媒体を得た。
【００４２】
　　（実施例７）
　記録トラックに相当する位置に照射するレーザー光のスポット径を２００ｎｍに変更し
たことを除いて実施例６の手順を繰り返して、垂直磁気記録媒体を得た。
【００４３】
　　（比較例１）
　反射率可変層を形成しなかったことを除いて実施例１の手順を繰り返して、垂直磁気記
録媒体を得た。
【００４４】
　　（評価１）
　実施例１～７および比較例１の垂直磁気記録媒体の反射率可変層の材料、ならびに記録
トラックと記録トラック以外の部分（記録トラック周囲）の反射率を第１表に示した。こ
こで、反射率は、ＪＡＳＣＯ社製分光光度Ｖ－６７０を用いて、３００ｎｍ～１０００ｎ
ｍの波長領域において測定した。第１表には、記録光の波長における反射率を記載した。
【００４５】
　実施例１のＧｅＳｂＴｅからなる反射率可変層は、熱処理を経ていないためにアモルフ
ァス構造を有しており、高い反射率を有していた。一方、実施例２においては、１０分間
にわたる２００℃での熱処理によってＧｅＳｂＴｅの結晶化が進行し、反射率可変層の反
射率が低下した。なお、上記の熱処理による磁気記録層の特性変化は認められなかった。
さらに、記録トラックに対する４１０ｎｍのレーザー光照射を行った実施例３においては
、記録トラックの反射率が、記録トラック周囲の反射率よりも小さい値を示した。
【００４６】
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　一方、Ｔｉ3Ｏ5を含む反射率可変層を有する実施例４および５においては、５３２ｎｍ
の波長を有する単色光を照射することによってＴｉ3Ｏ5の構造をβ型とした実施例４の反
射率可変層が、４１０ｎｍの波長を有する単色光を照射することによってＴｉ3Ｏ5の構造
をλ型とした実施例５の反射率可変層よりも大きな反射率を有した。また、記録トラック
に対する４１０ｎｍのレーザー光照射を行った実施例６および７においては、記録トラッ
クの反射率が、記録トラック周囲の反射率よりも小さい値を示した。
【００４７】
　なお、実施例１～７および比較例１の垂直磁気記録媒体のいずれにおいても、記録の際
に用いたレーザー光（波長４１０ｎｍ）に対する液体潤滑層の反射率はほぼ０であり、ほ
ぼすべてのレーザー光が液体潤滑層を透過する。
【００４８】
【表１】

【００４９】
　　（評価２）
　実施例１、２、４および５、ならびに比較例１の垂直磁気記録媒体を用いて、記録再生
特性を評価した。記録再生特性の評価には、１００ｎｍのスポット径、および４１０ｎｍ
の波長を有するレーザーを取り付けた熱アシスト磁気記録用磁気ヘッドを用いた。また、
記録時のレーザー駆動電流を５０ｍＡに固定した。
【００５０】
　記録再生特性の評価を、オーバーライト値（ＯＷ値）の測定により実施した。ＯＷ値は
、（１）磁気記録媒体のトラックに１０００ｋｆｃｉ（kilo flux change per inch）の
線記録密度の第１信号を記録し、第１信号の信号出力（Ｔ１）を測定する工程、（２）同
一トラックに１３０ｋｆｃｉの線記録密度の第２信号を上書きし、上書き後の第１信号の
消し残りの信号出力（Ｔ２）を測定する工程、および（３）以下に示す式
　　ＯＷ（ｄＢ）＝２０×ｌｏｇ（Ｔ１／Ｔ２）
によりＯＷ値（単位：ｄＢ）を求める工程を含む方法にて測定した。測定結果を第２表に
示した。
【００５１】
　反射率可変層の反射率が小さい実施例２および５の垂直磁気記録媒体のＯＷ値は、大き
な反射率を有する反射率可変層を有する実施例１、４および比較例１の垂直磁気記録媒体
のＯＷ値よりも大きな値を示した。この結果は、実施例２および５において、垂直磁気記
録媒体に対する信号記録が容易であることを示す。反射率可変層の反射率が小さい実施例
２および５の垂直磁気記録媒体において、より多くの光が反射率可変層を透過して磁気記
録層に到達し、効率的に磁気記録層が加熱されたと考えられる。また、本評価においては
、レーザー駆動電流を変化させていない。このことは、反射率可変層の反射率が小さい垂
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直磁気記録媒体において高反射率の反射率可変層を有する垂直磁気記録媒体と同程度のＯ
Ｗ値を得るためには、記録時に必要なレーザー駆動電流（レーザー出力）を小さくできる
ことを意味する。
【００５２】
【表２】

【００５３】
　　（評価３）
　本評価では、本発明の垂直磁気記録媒体が、レーザー光のスポット径を小さくすること
なしに記録トラックの幅を狭くすることに有効であるか否かについて検討した。
【００５４】
　実施例１～７および比較例１の垂直磁気記録媒体に対して、４００ｋＦＣＩの線記録密
度の信号を記録した。この際に、記録時のレーザー駆動電流を５０ｍＡに固定した。また
、実施例１、２、４、５および比較例１の垂直磁気記録媒体について、レーザーのスポッ
ト径を１００ｎｍとし、実施例３、６および７の垂直磁気記録媒体について、レーザーの
スポット径を１μｍとした。
【００５５】
　次に、それぞれの記録トラックに対して再生ヘッド位置を半径方向に移動させながら信
号出力を測定して、オフトラックプロファイルを測定した。オフトラックプロファイルの
半値幅（最大信号出力の半分の出力値を示す２点間の幅）を実効トラック幅として定義し
た。結果を第３表に示す。
【００５６】
【表３】

【００５７】
　第３表の結果から、記録トラックと記録トラック周囲との間に反射率の差がない垂直磁
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いたレーザーのスポット径（１００ｎｍ）よりも実効トラック幅（２９５～３１０ｎｍ）
が著しく大きくなっていることが分かる。一方、記録前に記録トラックに相当する位置を
低反射率領域とし、記録トラック周囲を高反射率領域とした垂直磁気記録媒体（実施例３
、６および７）においては、記録の際に用いたレーザーのスポット径（１μｍ＝１０００
ｎｍ）が著しく大きいにもかかわらず、その実効トラック幅は反射率を低下させた領域の
幅（１００ｎｍまたは２００ｎｍ）に近い値となっている。この結果から、反射率可変層
に、低反射率領域および高反射率を設けることによって、記録トラック幅の制御、より詳
細には、低反射率領域の幅によって記録トラック幅を規定することができることが明らか
となった。これは、（１）低反射率領域の下に位置する磁気記録層では充分な量のレーザ
ー光が照射され熱アシスト記録に必要な温度まで加熱できること、および（２）高反射率
領域の下に位置する磁気記録層はレーザー光の照射量が不十分で、熱アシスト記録に必要
な温度までの加熱が行われなかったことに起因すると考えられる。
【００５８】
　　（まとめ）
　本発明の磁気記録媒体において、反射率可変層の低反射率領域を設けることによって、
その下にある磁気記録層に高い効率でレーザーを吸収させ、結果として磁気記録層の加熱
効率を向上させることが可能となる。さらに、この現象を利用して、記録トラック、サー
ボパターン記録領域などの特定領域においてのみ、磁気記録層の加熱効率を向上させるこ
とが可能となる。
【００５９】
　記録トラックの幅を小さくすることは、磁気記録媒体の記録密度の向上に大きく寄与す
る。この点に関して、磁気ヘッドの素子サイズを小さくして磁界を印加する領域を小さく
する技術、レーザースポット径を小さくして磁気記録層の加熱領域を小さくする技術など
の開発が盛んに行われている。しかしながら、前者の技術においては、印加される磁界の
強度の低下を招く。一方、後者の技術では、印加できるレーザーパワーが減少して、磁気
記録層の加熱温度の低下を招く。
【００６０】
　Ｔｉ3Ｏ5の反射率は照射するレーザーの波長に依存し、パワーには大きく依存しない。
そのため、例えば反射率変化用にパワーは小さいながらもスポット径の小さいレーザーを
利用し、信号書き込み時には強度の大きな磁界を出すために素子サイズの大きなヘッドを
用いて熱アシスト記録をすることで、素子サイズ、加熱レーザースポット径のサイズを小
さくすること無く信号記録トラック幅の狭小化を実現できる。
【符号の説明】
【００６１】
　　１０　非磁性基板
　　２０　非磁性シード層
　　３０　非磁性下地層
　　４０　磁気記録層
　　５０　反射率可変層
　　　５２　低反射率領域
　　　５４　高反射率領域
　　６０　液体潤滑層
　　８０　レーザースポット
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